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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも強化繊維糸条によって形成された強化布帛を複数枚積層してなるプリフォーム
であって、プリフォーム内の層間に強化布帛以外のガラス転移点が１００℃以上の熱可塑
性樹脂を主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分として、そのガラス転移点が１００℃未満の
樹脂材料を有し、かつ、強化布帛と樹脂材料とを含む各層が接着しており、プリフォーム
における強化繊維体積率ＶＰｆが４５～６２％の範囲内であることを特徴とするプリフォ
ーム。
【請求項２】
樹脂材料を、プリフォームに対して１～２０重量％の範囲内で有していることを特徴とす
る請求項１に記載のプリフォーム。
【請求項３】
樹脂材料を、プリフォームに対して１～１０重量％の範囲内で有していることを特徴とす
る請求項１に記載のプリフォーム。
【請求項４】
強化布帛は、強化繊維糸条が一方向に並行に配列された状態で形態安定された一方向シー
トであることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のプリフォーム。
【請求項５】
強化布帛は、強化繊維糸条が一方向に並行に配列した形態を有し、他方向には補助糸が配
列した織組織を有する一方向性織物であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記
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載のプリフォーム。
【請求項６】
強化布帛は、強化繊維糸条が長さ方向と幅方向に並行に配列した織組織を有する二方向性
織物であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のプリフォーム。
【請求項７】
強化布帛は、強化繊維糸条が並行に配列して層構成をなし、これらがステッチ糸で一体化
されている多軸ステッチ布帛であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のプ
リフォーム。
【請求項８】
強化布帛は、強化繊維糸条が並行に配列して層構成をなし、これらが強化布帛の長さ方向
に対して０゜、＋α゜、９０゜、－α゜を含む方向に配列した層を、０゜方向に配列する
連結糸の交錯により一体化されている多軸織物であることを特徴とする請求項１～３のい
ずれかに記載のプリフォーム。
【請求項９】
強化繊維は、引張弾性率が２１０ＧＰａ以上、かつ、破壊歪エネルギーが４０ＭＪ／ｍ３

以上の炭素繊維であることを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載のプリフォーム。
【請求項１０】
樹脂材料は、有機繊維糸によって形成された有機繊維布帛の形態を有するものであること
を特徴とする請求項１～９のいずれかに記載のプリフォーム。
【請求項１１】
樹脂材料は、粒子の形態を有するものであることを特徴とする請求項１～９のいずれかに
記載のプリフォーム。
【請求項１２】
請求項１～１１のいずれかに記載のプリフォームとマトリックス樹脂とによって形成され
たＦＲＰであって、プリフォームにマトリックス樹脂が含浸されたものであることを特徴
とするＦＲＰ。
【請求項１３】
ＦＲＰにおける強化繊維体積率Ｖｆが４５～７０％の範囲内であることを特徴とする請求
項１２に記載のＦＲＰ。
【請求項１４】
ＦＲＰにおける強化繊維体積率Ｖｆが４５～６２％の範囲内であることを特徴とする請求
項１２または１３に記載のＦＲＰ。
【請求項１５】
前記ＦＲＰの用途が、航空機、自動車、船舶の輸送機器のいずれかにおける一次構造部材
、二次構造部材、外装部材または内装部材であることを特徴とする請求項１２～１４のい
ずれかに記載のＦＲＰ。
【請求項１６】
少なくとも強化繊維糸条によって形成された強化布帛を複数枚積層してなる強化繊維体積
率ＶＰｆのプリフォームにマトリックス樹脂を注入して強化繊維体積率ＶｆのＦＲＰを成
形するＦＲＰの製造方法であって、プリフォーム内の層間に強化布帛以外のガラス転移点
が１００℃以上の熱可塑性樹脂を主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分として、そのガラス
転移点が１００℃未満の樹脂材料を有し、かつ、強化布帛と樹脂材料とを含む各層が少な
くとも部分的に接着しているプリフォームを用い、ＦＲＰの強化繊維体積率Ｖｆをプリフ
ォームの強化繊維体積率ＶＰｆ～（ＶＰｆ＋１０）％の範囲内となるように成形すること
を特徴とするＦＲＰの製造方法。
【請求項１７】
プリフォームの強化繊維体積率ＶＰｆが４５～６２％の範囲内であり、かつＦＲＰの強化
繊維体積率Ｖｆが４５～７０％の範囲内であることを特徴とする請求項１６に記載のＦＲ
Ｐの製造方法。
【請求項１８】



(3) JP 4126978 B2 2008.7.30

10

20

30

40

50

請求項１～１１のいずれかに記載のプリフォームを用いて少なくとも次の工程（Ａ）～（
Ｃ）を経て請求項１２～１５のいずれかに記載のＦＲＰを製造することを特徴とするＦＲ
Ｐの製造方法。
（Ａ）プリフォームを成形型に配置するセット工程。
（Ｂ）液体化しているマトリックス樹脂を、成形型に注入してプリフォームにマトリック
ス樹脂を含浸させる注入工程。
（Ｃ）マトリックス樹脂を固化させる固化工程。
【請求項１９】
（Ａ）セット工程において、成形型が少なくとも雄型または雌型のいずれかとバック材と
によって形成されることを特徴とする請求項１８に記載のＦＲＰの製造方法。
【請求項２０】
（Ａ）セット工程において、プリフォームの最表面に樹脂拡散媒体を積層し、（Ｂ）注入
工程において、まずマトリックス樹脂を優先的に樹脂拡散媒体に注入した後に、プリフォ
ームの厚み方向に含浸させることを特徴とする請求項１８または１９のいずれかに記載の
ＦＲＰの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、繊維強化プラスチック（以下ＦＲＰと呼称）の成形に用いるプリフォームお
よびそれからなるＦＲＰならびにＦＲＰの製造方法に関する。
【０００２】
より詳しくは、マトリックス樹脂の注入成形時に樹脂の含浸性に優れ、かつ、力学特性お
よび軽量化効果を高く発現し、品質が安定したＦＲＰを高い生産性で得られるプリフォー
ムおよびそれからなるＦＲＰならびにＦＲＰの製造方法に関する。
【０００３】
【従来の技術】
最近、亜音速機の開発等が矢継ぎ早に発表され、民間航空機も大きく変革しようとしてい
る。これらの革新機の材料および構造材の技術的課題は、機械的特性を十分に満足してか
つ画期的な軽量化と徹底したコストダウンであり、とくに軽量化を達成するため、主翼や
胴体などの、これまでＦＲＰが使用されていなかった１次構造材まで材料転換を図る必要
に駆られている。また、最近、自動車のボデー、ドアやシャーシなども軽量化を求めてＦ
ＲＰ化の動きがあり、航空機以上にコストダウンの要求が強い。
【０００４】
これらＦＲＰの代表的な製造方法としては、オートクレーブ成形が知られている。オート
クレーブ成形では、予め強化繊維にマトリックス樹脂を含浸させたプリプレグを、目的と
する形状の成形型に積み重ねて加熱・加圧し、ＦＲＰを成形する。ここで用いる中間基材
としてのプリプレグは、極めて信頼性が高い、即ち強化繊維体積率Ｖfが高度に制御され
た力学特性に優れるＦＲＰが得られる利点があるが、プリプレグの製造に高いコストがか
かることとＦＲＰの低い生産性に問題があった。
【０００５】
一方、ＦＲＰの生産性に優れる成形法としては、レジン・トランスファー成形法（ＲＴＭ
）等の注入成形が挙げられる。かかる注入成形では、マトリックス樹脂が含浸されていな
い（ドライな）強化繊維を成形型の中に配置して、マトリックス樹脂を注入し、強化繊維
にマトリックス樹脂を含浸させてＦＲＰを成形する。
【０００６】
ここで、例えば特表平９－５０８０８２号公報等では、熱硬化樹脂の粘着性付与剤を強化
布帛に付与し、ＦＲＰよりも小さい体積に圧縮したプリフォームを用いてＦＲＰを得る方
法が提案されている。
【０００７】
しかしながら上記提案によると、プリフォームをＦＲＰよりも小さい体積に圧縮するため
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強化繊維糸条が密に充填され過ぎ、注入成形時にプリフォームへのマトリックス樹脂の含
浸性に著しく劣るといった問題があった。一方、含浸性を改善するためにＦＲＰより嵩高
すぎるプリフォームを用いると、得られるＦＲＰの品質が安定しない、即ち強化繊維体積
率Ｖfが高度に制御できないといった問題が引き起こされていた。
【０００８】
この他にも、上記提案によると、ＦＲＰの生産性には優れるが、注入成形では用いるマト
リックス樹脂が低粘度なものに制限されるためＦＲＰが脆く、衝撃付与後の常温圧縮強度
（Compression After Impact、以下ＣＡＩと呼称）等に代表される特に衝撃や靱性に関す
る力学特性に劣る問題があり、特に航空機の１次構造材等への適応には制限があるが、そ
の問題については解決されたものではなかった。
【０００９】
ここで、ＣＡＩの重要性について説明する。例えば航空機の構造材には、鳥の衝突や航空
機の組立・修理の際にＦＲＰへの工具の落下等により衝撃が加わることがある。強化繊維
が積層されたＦＲＰの厚さ方向に衝撃が加わると、ＦＲＰの層間が剥離してクラックが発
生し、衝撃エネルギーが吸収される。このような層間剥離したＦＲＰに圧縮力が作用する
と、クラックが進展して圧縮強度が大幅に低下する現象があり、特に航空機の構造部材で
は重要視されるものである。
【００１０】
この力学特性の問題に対して、例えば特開平８－３００３９５号公報等には、ガラス転移
点が１００℃以上のプラスチックを用いて靭性に優れたＦＲＰを得る方法についての提案
がある。しかしながら、上記提案によると、プラスチックのガラス転移点が高く、硬いも
のであるため、強化布帛同士の接着および賦形が難しく、強化布帛をプリフォーム化する
ことが著しく困難であるという問題点を有していた。
【００１１】
更には、以上の提案では、二方向性織物を用いているが、例えば航空機の一次構造部材に
おいては、非常に高い力学特性（特に、ＣＡＩ、湿熱処理後の高温圧縮強度、Compressio
n at Hot/Wet）が要求される。二方向性織物では、強化繊維を二方向に織組織するため、
それぞれ一方向における強化繊維量は本質的に半分となること、たて糸とよこ糸とがほぼ
同じ繊度であるため、たて糸とよこ糸の交錯点では強化繊維の大きな屈曲（クリンプ）が
発生することにより、一方向に強化繊維を配列したプリプレグの約半分レベルの力学特性
しか発現し得なかった。
【００１２】
つまり、注入成形時にマトリックス樹脂の含浸性に優れ、かつ衝撃付与後または湿熱処理
後の圧縮強度等の力学特性および軽量化効果を高く発現し、品質が安定したＦＲＰを高い
生産性で得られるプリフォームおよびそれからなるＦＲＰは得られておらず、これら要求
を満たす技術が渇望されていた。
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明は、かかる従来技術の背景に鑑み、マトリックス樹脂の注入成形時に樹脂の含浸
性に優れ、かつ、ＣＡＩやＣＨＷ等の力学特性および軽量化効果を高く発現し、品質が安
定した（強化繊維体積率が高度に制御された）プリフォームおよびＦＲＰを提供せんとす
るものであり、また、かかるＦＲＰを高い生産性で（低コストに）製造する方法を提供せ
んとするものである。
【００１４】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、かかる課題を解決するために、次のような手段を採用するものである。すな
わち、本発明のプリフォームは、少なくとも強化繊維糸条によって形成された強化布帛を
複数枚積層してなるプリフォームであって、プリフォーム内の層間に強化布帛以外のガラ
ス転移点が１００℃以上の熱可塑性樹脂を主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分として、そ
のガラス転移点が１００℃未満の樹脂材料を有し、かつ、強化布帛と樹脂材料とを含む各
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層が接着しており、プリフォームにおける強化繊維体積率ＶＰｆが４５～６２％の範囲内
であることを特徴とするものである。
【００１５】
本発明のＦＲＰは、上記プリフォームとマトリックス樹脂とによって形成されたＦＲＰで
あって、プリフォームにマトリックス樹脂が含浸されたものである。
【００２１】
また、本発明のＦＲＰの製造方法は、上記プリフォームを用い、少なくとも強化繊維糸条
によって形成された強化布帛を複数枚積層してなる強化繊維体積率ＶPfのプリフォームに
マトリックス樹脂を注入して強化繊維体積率ＶfのＦＲＰを成形するＦＲＰの製造方法で
あって、ＦＲＰの強化繊維体積率Ｖfをプリフォームの強化繊維体積率ＶPf～（ＶPf＋１
０）％の範囲内となるように成形することを特徴とするものである。
【００２２】
更に、本発明のＦＲＰの製造方法は、上記プリフォームを用い、少なくとも次の工程から
なることを特徴とするものである。
【００２３】
（Ａ）本発明のプリフォームを成形型に配置するセット工程。
【００２４】
（Ｂ）液体化しているマトリックス樹脂を、成形型に注入してプリフォームにマトリック
ス樹脂を含浸させる注入工程。
【００２５】
（Ｃ）マトリックス樹脂を固化させる固化工程。
【００２６】
【発明の実施の形態】
　本発明のプリフォームについて説明する。本発明のプリフォームは、前述したように少
なくとも強化繊維糸条によって形成された強化布帛を複数枚積層してなるプリフォームで
あって、プリフォーム内の層間に強化布帛以外のガラス転移点が１００℃以上の熱可塑性
樹脂を主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分として、そのガラス転移点が１００℃未満の樹
脂材料を有し、かつ、強化布帛と樹脂材料とを含む各層が接着しており、プリフォームに
おける強化繊維体積率ＶＰｆが４５～６２％の範囲内にあるものである。
【００２７】
本発明をさらに、図面を用いて説明する。
【００２８】
図１は、本発明のプリフォーム１１の一態様を説明する概略断面図である。この例のもの
は、強化繊維糸条によって形成された強化布帛１２が複数枚、所定の方向に所定の枚数が
積層されてプリフォーム１１を構成している。そして、強化布帛１２の間に位置する樹脂
材料１３は少なくともプリフォーム内の前記層間に存在している。各強化布帛１２と樹脂
材料１３とは、樹脂材料１３自体および／または後述の強化繊維糸条や強化布帛に付着し
ている粘着性付与剤等で接着されているものである。
【００２９】
また、図２は、本発明のプリフォーム２１の別の一態様を説明する概略断面図である。こ
の例のものは、強化繊維糸条によって形成された強化布帛２２が複数枚積層され、樹脂材
料２３は各強化布帛２２の表面、すなわちプリフォーム内の層間に存在し、各強化布帛２
２と樹脂材料２３とは、後述の粘着性付与剤２４によって接着されているものである。
【００３０】
本発明のプリフォームにおける一つの特徴は、プリフォーム内の層間に強化布帛以外の熱
可塑性樹脂を主成分とする樹脂材料を有する処にある。樹脂材料をプリフォーム内の層間
に存在させることにより、
（イ）プリフォームを得る際の強化布帛同士の接着性を付与することができる。
【００３１】
（ロ）プリフォームに適度なコシ（剛性）を付与することができる。
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【００３２】
（ハ）プリフォーム中の強化布帛の目ズレを防止する等の形態安定効果を付与することが
できる。
等、プリフォームの取り扱い性の向上ができる。特に、本発明の樹脂材料は、その主成分
が熱可塑性樹脂であることから、熱硬化性樹脂を主成分にする場合に比べてさらに、
（ニ）樹脂材料がスペーサーとなり、強化布帛層間に後述のマトリックス樹脂スペースの
確保（マトリックス樹脂による強化布帛層間の塑性変形能の付与）することができる。
【００３３】
（ホ）樹脂材料が強化布帛層間に発生するクラックのストッパーとなる。
等、衝撃を受けた時に、布帛層間の損傷を抑制することができ、特に優れた力学特性（特
にＣＡＩ）を達成することができるという効果を発現する。
【００３４】
上記効果以外にも、
（ヘ）樹脂材料がスペーサーとなって、プリフォームの強化布帛層間にマトリックス樹脂
の流路が確保され、注入成形に供した際にマトリックス樹脂の含浸が容易になるだけでな
く、その含浸速度も速くなり、ＦＲＰの生産性により優れる、といった全く新しい効果を
も発現する。
【００３５】
かかる樹脂材料は、強化布帛の各層と接着し、少なくともプリフォーム内の層間に存在し
ていればよく、強化布帛の内部に存在（強化繊維糸条に付着）していても、その表面に存
在していてもよい。好ましくは、前述の理由で強化布帛の表面にその５０重量％以上（よ
り好ましくは７０重量％以上）が偏在しているのが好ましい。
【００３６】
また、本発明のプリフォームにおけるもう一つの特徴は、かかる樹脂材料をプリフォーム
内の層間に有しながら、プリフォームにおける強化繊維体積率ＶPfを４５～６２％の範囲
内、より好ましくは５０～５８％、特に好ましくは５２～５６％の範囲内に制御するとこ
ろにある。
【００３７】
強化繊維体積率ＶPfが４５％未満であると、特に真空圧によりマトリックス樹脂を含浸さ
せるような真空注入成形では、成形の際に大気圧以上の圧力がプリフォームにはかからな
いので、プリフォームの嵩、すなわち強化繊維体積率ＶPfが所望の範囲に制御できず、得
られるＦＲＰにおける強化繊維体積率Ｖfも力学特性に最適な４５～６２％範囲内に制御
することができない。すなわち、力学特性に優れ軽量化効果を高く発現し、品質が安定し
たＦＲＰが得られない。また、６２％を超えると、注入成形の場合には、密に充填され過
ぎた強化繊維がマトリックス樹脂の流れを阻害する結果、含浸性が悪くなり、未含浸部分
（ボイド）を有する力学特性に劣るＦＲＰしか得られない。かかる強化繊維体積率ＶPfを
４５～６２％の範囲内に制御することにより、得られるＦＲＰにおける強化繊維体積率Ｖ

fを所望の範囲に厳密に制御することが可能となるのである。
【００３８】
本発明では、かかる樹脂材料が熱可塑性樹脂であるために、加熱により樹脂材料による強
化繊維の拘束を一旦解放し、強化布帛、強化繊維糸条ひいては強化繊維の単繊維を所望の
範囲まで充填、冷却によりそれらの充填レベルにて再拘束することができる。このメカニ
ズムにより、プリフォームにおける強化繊維体積率ＶPfを上記範囲内にすることができる
のである。
【００３９】
なお、本発明でいうプリフォームにおける強化繊維体積率ＶPfとは、次式で求めた値をい
う（単位は％）。なお、ここで用いた記号は下記に準ずる。ここで、測定に供するプリフ
ォームは、プリフォーム化した後、少なくとも２４時間以上経過し、プリフォームのスプ
リングバック量が実質的に飽和したものとする。
【００４０】



(7) JP 4126978 B2 2008.7.30

10

20

30

40

50

　ＶＰｆ＝（Ｗ１×１００）／（ρ×Ｔ１）　　（％）
　　Ｗ１：プリフォームにおける平面方向の１ｍ２から算出されるプリフォーム１ｃｍ２

当たりの強化繊維の重量（ｇ／ｃｍ２）
　　ρ　：強化繊維の密度（ｇ／ｃｍ３）
　　Ｔ１：ＪＩＳ　Ｒ　７６０２に準拠し、０．１ＭＰａの荷重下で測定したプリフォー
ムの厚さ（ｃｍ）
本発明で使用する樹脂材料は、プリフォームに対して１～２０重量％の範囲内で含まれて
いるのがよい。ＶPfを上記範囲に容易に制御する観点からは１～１０重量％、より好まし
くは２～８重量％、特に好ましくは３～６重量％の範囲内である。かかる樹脂材料が１重
量％未満であると、上記の効果を発現できないため好ましくない。また、樹脂材料が２０
重量％を超えると、プリフォームにおける強化繊維体積率ＶPfが４５～６２％の範囲内に
することが困難となる場合があるため好ましくない。
【００４１】
また、別の視点からは、本発明の樹脂材料は、２～５０ｇ／ｍ2の範囲内で含まれている
のがよい。好ましくは２～２０ｇ／ｍ2、より好ましくは４～２０ｇ／ｍ2、特に好ましく
は６～１５ｇ／ｍ2の範囲内で強化布帛に接着しているのがよい。２ｇ／ｍ2未満であると
、力学特性（特にＣＡＩ）の向上効果が小さくなるため好ましくない。また、５０ｇ／ｍ
2を超えると、ＦＲＰの耐熱性、耐薬品性やＣＨＷが低下するので好ましくない場合があ
る。
【００４２】
次に、本発明で使用する樹脂材料の好ましい形態について説明する。かかる樹脂材料とし
ては、有機繊維糸をによって形成された有機繊維布帛、粒子またはフィルムの形態を有す
るものを使用することができる。かかる形態のものであれば、何れの形態であっても、本
発明の課題を解決することができる。なお、フィルムとしては、穿孔フィルムや多孔フィ
ルムの様に、プリフォームの厚み方向にマトリックス樹脂の流路を確保できるものが好ま
しく使用される。
【００４３】
これらの中でも、後述のプリフォームを製造する際に樹脂材料としての取り扱い性やマト
リックス樹脂の含浸性の面から有機繊維布帛の形態であるのが好ましい。かかる有機繊維
布帛とは、例えば不織布、マット、ネット、メッシュ、織物、編物、短繊維群等の、強化
布帛の積層と垂直方向に樹脂流路を確保できるものを指し、これらを組み合わせたものも
含まれる。中でも不織布、マットまたはメッシュは安価に入手でき、かつ、上述の効果が
高く発現するためとりわけ好ましい。
【００４４】
また、プリフォームにおける強化繊維体積率ＶPfを特に高くするといった視点からは、樹
脂材料は粒子の形態であるが好ましい。粒子の形態であると、有機繊維布帛やフィルムと
は異なり、樹脂材料の配合量が容易に設定できるだけでなく、布帛化やフィルム化が困難
（または加工費が高価）な熱可塑性樹脂を使用することができるため好ましい。この場合
の平均粒子直径は１～５００μｍの範囲内であるのが好ましい。力学特性の観点からは１
～１５０μｍ、より好ましくは５～１００μｍ、特に好ましくは８～５０μｍの範囲内で
ある。すなわち、平均粒子直径が１μｍ未満であると、粒子が強化繊維間に入り込むこと
によって、層間に介在する粒子の量がばらついたりする。また、平均粒子直径が５００μ
ｍを超えると、所定の粒子の散布重量に対して、散布される粒子数が少なくなり、均一な
粒子の散布が困難となるため好ましくない。なお、平均粒子直径はレーザー回折・散乱法
にて測定したＤ50とし、本発明での測定はセイシン企業株式会社製ＬＭＳ－２４にて行っ
た。
【００４５】
　かかる樹脂材料は、熱可塑性樹脂を主成分とするものである。かかる熱可塑性樹脂とし
ては、マトリックス樹脂との相性がよく、本発明の課題を解決できるものを選択できる。
特に、ＣＨＷを高く発現するためには、ガラス転移点が１００℃以上の高いガラス転移点
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（好ましくは１５０℃以上）を有するものであり、例えば、ポリアミド、ポリイミド、ポ
リアミドイミド、ポリエーテルイミド、ポリスルフォン、ポリエーテルスルフォン、ポリ
フェニレンエーテル、ポリエーテルニトリル、ポリエーテルエーテルケトンおよびポリエ
ーテルケトンケトン、これらの変性樹脂、共重合樹脂等を使用することができる。
【００４６】
　その中でも更に好ましくは共重合ポリアミド樹脂である。かかる共重合ポリアミド樹脂
は、高い本発明の効果を安価に達成することができる。かかる共重合ポリアミド樹脂とし
ては、ポリアミド６、６６、１２、６１０、６１２などのポリアミドと、イソフタル酸や
テレフタル酸やパラキシレンジアミンやメタキシレンジアミン等の芳香族のジカルボン酸
またはジアミン、ジメチルビス（ｐ－アミノシクロヘキシル）メタン等の脂環式のジカル
ボン酸またはジアミンから選ばれる少なくとも１種の成分、とりわけ好ましくは２種から
から構成される共重合ポリアミド樹脂が使用される。かかる共重合ポリアミド樹脂として
は、例えば、東洋紡績株式会社製透明ナイロンＴ－７１４ＥやＴ－７１４Ｈ、ダイセル・
ヒュルス製トロガミドＴ５０００やＣＸ７３２３、株式会社ＥＭＳ昭和電工製グリルアミ
ドＴＲ５５、ＴＲ９０、株式会社クラレ製ジェネスタ等を使用することができるが、これ
に制限されるものではない。なお、これらポリアミドのＤＳＣにより測定されるガラス転
移点は１００℃以上である。より好ましくは１２５℃以上、特に好ましくは１５０℃以上
であるものを使用するのがよい。かかるガラス転移点が１００℃以上の高いガラス転移点
を有するポリアミドであると、ＦＲＰの成形時に対する耐熱性が充分であり、かつ、吸水
による影響を最小限に抑えて、ＣＨＷを高く発現するので好ましい。
【００４７】
　また、かかる樹脂材料は、更なる機能付与（特に強化布帛への接着性、樹脂材料自体の
柔軟性、耐薬品性、耐水性、耐熱性等）のために熱可塑性樹脂以外の副成分を有すること
ができる。かかる副成分としては、少なくとも熱硬化性樹脂が含まれる。その他にも、滑
剤、可塑剤、熱安定剤等の樹脂以外の化合物等が含まれてもよい。
【００４８】
　かかる副成分自体、または副成分を有する樹脂材料が、プリフォーム形態の時には低い
ガラス転移点で、ＦＲＰに成形された後は高いガラス転移点になっていると、プリフォー
ム化が可能で、かつ優れた力学特性を付与することができる。かかる要件から、副成分と
して熱硬化性樹脂を含むものである。熱硬化性樹脂により主成分である熱可塑性樹脂が被
覆されていたり、熱硬化性樹脂が少なくとも部分的（好ましくは全面的）にアロイ（好ま
しくは相互侵入網目構造（ＩＰＮ））化されていると、マトリックス樹脂との化学的相互
作用を制御できることにより、強化布帛への接着性や力学特性（特にＣＡＩ）を一層高め
ることができるだけでなく、樹脂材料の耐薬品性や耐熱性の向上、吸水の抑制といった効
果も発現する。
【００４９】
　すなわち、本発明の樹脂材料は、主成分の熱可塑性樹脂のガラス転移点が１００℃以上
の高いものであっても、その副成分により樹脂材料としてのガラス転移点が１００℃未満
（好ましくは９０℃未満、更に好ましくは８５℃未満）となっていることにより、容易に
本発明の課題は解決されるのである。
【００５０】
本発明のプリフォームは、少なくとも複数の強化布帛と熱可塑性樹脂を主成分とする樹脂
材料とによって形成されるが、更にプリフォーム内の層間に粘着性付与剤を含んでもよい
。かかる粘着性付与剤を層間に配置したり、強化繊維糸条や強化布帛に付着させておくと
、各強化布帛同士の接着や強化布帛と樹脂材料との接着がさらに効率的にできるだけでな
く、特に樹脂材料が粒子の場合はそれを確実に強化布帛に接着できる。
【００５１】
かかる粘着性付与剤は、熱可塑性樹脂でも熱硬化性樹脂でもよいが、熱可塑性を有するも
の（熱可塑性樹脂のみでなく硬化前の熱硬化性樹脂等をも含む）であると、上述の樹脂材
料と同様の理由でプリフォームにおけるＶPfを４５～６２％の範囲内にし易いため好まし
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い。中でも熱硬化性樹脂を主成分とすると、得られるＦＲＰの力学特性（特にＣＨＷ）が
一弾と高く発現するため好ましい。かかる熱硬化性樹脂としては、例えば、エポキシ、不
飽和ポリエステル、フェノール等が挙げられ、熱可塑性樹脂としては、ポリウレタン、ポ
リアミド、ポリエステル、ポリオレフィン等が挙げられる。これらの中では、エポキシ、
ポリウレタン、ポリアミドから選ばれる少なくとも１種であるのが好ましい。なお、かか
る粘着性付与剤は硬化剤、硬化促進剤、触媒などを含んでもよい。
【００５２】
かかる粘着性付与剤は、特に強化繊維糸条に付着させると、強化繊維の集束とプリフォー
ムにおける粘着性付与との機能を兼ね備えることができ、強化布帛としての取り扱い性、
各強化布帛層の接着性等を兼ね備えることができるため好ましい。この場合、０．４～１
．５重量％の範囲内であるのが好ましい。より好ましくは０．５～１．２重量％、更に好
ましくは０．６～１重量％の範囲内である。かかる粘着性付与剤が０．４重量％未満であ
ると、強化繊維糸条が巻かれたボビンの取り扱い時にボビンの最外層や側面の強化繊維が
毛羽立つため好ましくない。また、１．５重量％を超えると、強化繊維糸条の表面に強固
な被膜を形成するため、マトリックス樹脂の含浸にも悪影響を及ぼすため好ましくない。
。
【００５３】
次に本発明で使用する少なくとも強化繊維糸条によって形成された強化布帛について説明
する。かかる強化布帛としては、織物（一方向性、二方向性、多軸）、編物、組物、一方
向に引き揃えられたシート（一方向シート）、一方向シートを２層以上重ね合わせた多軸
シート等が挙げられ、これら布帛はステッチ糸、結節糸、粗布、バインダー等の樹脂等に
よる各種接合手段により複数のものを一体化したものであってもよい。特に輸送機器（特
に航空機）の構造（特に一次構造）部材として用いる場合には、一方向シート、一方向性
織物、または多軸シート（特にステッチ接合したもの）であるのが好ましい。
【００５４】
図３は、本発明に用いる強化布帛としての一方向性織物３１を示す概略斜視図である。強
化繊維糸条３２が強化布帛３１の長さ方向、つまりたて方向に配列し、よこ方向には強化
繊維糸条より細い補助糸３３が配列し、たて糸３２とよこ糸３３が交錯し、図３に示す織
組織を有する一方向性織物である。かかる補助糸としては低収縮性のものであることが好
ましく、例えば、ガラス繊維糸、アラミド繊維糸、炭素繊維糸等が挙げられ、補助糸の繊
度は１０～１５０ｔｅｘの範囲内であるのが好ましい。特に１５０ｔｅｘを超えると、補
助糸が太くなるので、補助糸によって強化繊維糸条がクリンプし、ＦＲＰにした際に若干
強化繊維の強度低下をもたらす。上記範囲の繊度であると、強度低下を最小限にし、かつ
成形の際に補助糸と強化繊維糸条の交錯によって形成される間隙が樹脂流路となり、マト
リックス樹脂の含浸が促進できるので好ましい。
【００５５】
　また、別の視点からは、樹脂材料としてガラス転移点が１００℃以上の熱可塑性樹脂を
主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分として、ガラス転移点が１００℃未満のものによって
形成された補助糸を用いるのも、本発明の好ましい形態の一つである。本発明の樹脂材料
は、かかる熱可塑性樹脂を主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分としたものによって形成さ
れた補助糸であってもその効果を発現する。上記補助糸はカバリング、混繊、交織等の加
工されたものであってもよい。
【００５６】
図４は、本発明に用いる強化布帛としての二方向性織物４１を示す概略斜視図である。強
化繊維糸条４２が強化布帛４１の長さ方向、つまりたて方向に配列し、よこ方向に強化繊
維糸条４３が配列し、たて糸４２とよこ糸４３が交錯し、図４に示す織組織を有する二方
向性織物である。
【００５７】
一方向シート、一方向性および二方向性織物における好ましい強化繊維目付は５０～８０
０ｇ／ｍ2の範囲内である。より好ましくは１００～８００ｇ／ｍ2、更に好ましくは１９
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０～８００ｇ／ｍ2の範囲内である。５０ｇ／ｍ2未満であると所定のＦＲＰの厚みを得る
ための積層枚数が増え、成形の作業性が悪く好ましくない。また、８００ｇ／ｍ2を超え
るとマトリックス樹脂の含浸性が悪くなるので好ましくない。
【００５８】
図５は、本発明に用いる強化布帛としてのステッチ布帛５１を示す概略斜視図である。ス
テッチ布帛５１の下面から、まず長さ方向イに対して斜め方向に多数本の強化繊維糸条が
並行に配列して＋α゜層５２を構成し、次いで強化布帛の幅方向に多数本の強化繊維糸条
が並行に配列して９０゜層５３を構成し、次いで斜め方向に多数本の強化繊維糸条が並行
に配列して－α゜層５４を構成し、次いで強化布帛の長さ方向に多数本の強化繊維糸条が
並行に配列して０゜層５５を構成し、互いに配列方向が異なる４つの層が積層された状態
で、ステッチ糸５６でこれら４層が縫合一体化されている。縫合一体化にあたってのステ
ッチ糸５６が形成する縫い組織としては、例えば単環縫い、１／１のトリコット編みが挙
げられる。なお、図５で、あたかも断面形状が楕円で示されている繊維の集合体が１糸条
で、この糸条間にステッチ糸５６が配列しているかに見えるが、ステッチ糸５６は糸条に
対してはランダムに挿入され、楕円で示されている繊維の集合体はステッチ糸の拘束によ
って形成されているのである。
【００５９】
ここで、図５に示した多軸ステッチ布帛の強化繊維の構成は＋α゜層／９０゜層／－α゜
層／０゜層の４層構成について説明したが、これに限定するものではない。たとえば０°
層／＋４５°層／０°層／－４５°層／９０°層／－４５°層／０°層／＋４５°層／０
°層のように、０°層が多く含まれるような、０゜、＋α゜、－α゜、９０゜の４方向を
含むものであってもよい。また、０゜、＋α゜、－α゜、９０゜のいずれかを含むもので
あってもよい。なお、バイアス角α゜は、ステッチ布帛をＦＲＰの長さ方向に積層し、強
化繊維による剪断補強を効果的に行う観点から４５゜が好ましい。
【００６０】
図６は、本発明に用いる強化布帛としての多軸織物６１を示す概略斜視図である。多軸織
物６１の下面から、まず織物の幅方向に多数本の強化繊維糸条６２が並行に配列して９０
゜層を構成し、次いで織物の長さ方向に多数本の強化繊維糸条６３が並行に配列して０゜
層を構成し、長さ方向イに対して斜め方向に多数本の強化繊維糸条６４が並行に配列して
＋α゜層を構成し、次いで斜め方向に多数本の強化繊維糸条６５が並行に配列して－α゜
層を構成し、互いに配列方向が異なる４つの層が、強化繊維糸条が真直ぐな状態で積層さ
れ、織物の長さ方向に配列する多数本の結節糸６６1、６６2、６６3・・・が、これら４
層の糸条間に挿入されている。この結節糸６６は、上面の強化繊維糸条６５と下面の強化
繊維糸条６２と１本交互に交錯し、上面、下面、上面、下面の順で浮き沈みしながら４つ
の層が織組織で一体化されている。
【００６１】
なお、図６に示した多軸織物６１の強化繊維の構成は＋α゜層／９０゜層／－α゜層／０
゜層の４層構成について説明したが、これに限定するものではない。たとえば、０°層が
多く含まれるような、０゜、＋α゜、－α゜、９０゜の４方向を含むものであってもよい
。なお、バイアス角α゜は、多軸織物６１をＦＲＰの長さ方向に積層し、強化繊維による
剪断補強を効果的に行う観点から４５゜が好ましい。
【００６２】
本発明におけるステッチ布帛および多軸織物の各層の強化繊維目付は１００～１０００ｇ
／ｍ2の範囲内ものが好ましい。より好ましくは１００～８００ｇ／ｍ2、更に好ましくは
１００～５００ｇ／ｍ2の範囲内である。ステッチ糸や結節糸の挿入部には部分的に強化
繊維の存在しない箇所ができ、層方向からの樹脂含浸が可能となるので、通常の織物など
の強化布帛に比べて比較的高目付の強化布帛としてもマトリックス樹脂の含浸が阻害され
ることはないが、１０００ｇ／ｍ2 を超えるとなると含浸速度が遅くなるので好ましくな
い。また、１００ｇ／ｍ2 未満になると所定の厚みを得るために必要となる強化布帛枚数
が多くなり、積層に手間がかかり好ましくない。各層の強化繊維目付より好ましい範囲は
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、１５０～４００ｇ／ｍ2の範囲内ものである。
【００６３】
なお、上記に説明したステッチ布帛ならびに多軸織物は、その層方向の強化繊維糸条はク
リンプすることなく真っ直ぐに配列しているから、ＦＲＰにしたとき、強化繊維糸条やマ
トリックス樹脂に応力集中が働かないため、強度や弾性率の低下が無く、本発明で使用す
る好ましい強化布帛といえる。
【００６４】
本発明に使用する強化繊維糸条は、マルチフイラメント糸であってガラス繊維糸、有機（
アラミド、ＰＢＯ、ＰＶＡ、ＰＥ等）繊維糸、炭素繊維（ＰＡＮ系、ピッチ系等）糸等で
ある。炭素繊維は比強度および比弾性率に優れ、殆ど吸水しないので、航空機構造材や自
動車の強化繊維として好ましく用いられる。なかでも、下記の高靭性炭素繊維糸であると
、ＦＲＰの衝撃吸収エネルギーが大きくなるので、航空機の１次構造材としても使えるよ
うになる。すなわち、ＪＩＳ　Ｒ７６０１に準拠して測定される引張弾性率Ｅ（ＧＰａ）
が２１０ＧＰａ以上、破壊歪エネルギーＷ（ＭＪ／ｍ3＝１０6×Ｊ／ｍ3）が４０ＭＪ以
上であると好ましい。より好ましくは、引張弾性率２８０ＧＰａ以上、かつ破壊歪エネル
ギーが５３ＭＪ／ｍ3以上である。引張弾性率Ｅが２１０ＧＰａ未満の炭素繊維糸を用い
ると、構造材としてのＦＲＰの撓み量が許容される様にするために、ＦＲＰを構造材とし
て用いる場合に板厚を厚くせねばならず、結果的に重くなってしまう。また、破壊歪エネ
ルギーが４０ＭＪ／ｍ3未満であると、ＦＲＰに衝撃が付与される際、炭素繊維の破壊に
よって吸収される衝撃エネルギーが小さいので、余剰のエネルギーは層間のマトリックス
樹脂層の破壊に費やされ、層間のクラックも大きくなるので好ましくない。また、信頼性
にも劣ったＦＲＰとなる。ここで、破壊歪エネルギーとは、ＪＩＳ　Ｒ　７６０１に準拠
して測定される引張強度σ（ＧＰａ）と、上記したＥ値とを用いて、式Ｗ＝σ2 ／２Ｅに
基づいて算出される値のことをいう。
【００６５】
本発明に使用する炭素繊維糸条の太さは１２，０００～２４，０００フイラメントである
のが好ましい。とくに、これら太い炭素繊維糸条を用いると、炭素繊維が安くなるので安
価な強化布帛が得られ好ましい。
【００６６】
一方、一層当たりの強化繊維の目付が小さいと、層内の強化繊維糸条と強化繊維糸条の間
に隙間ができ、強化繊維体積率Ｖfが部分的に不均一となり、成形すると強化繊維体積率
Ｖfが大きなところはＦＲＰが厚くなり、また強化繊維体積率Ｖfが小さなところはＦＲＰ
が薄くなり、表面が凸凹したＦＲＰとなる。このような場合には、製織寸前やステッチ糸
による一体化加工前に、または／および強化布帛加工後に強化繊維糸条をローラの揺動操
作やエアー・ジェット噴射で薄く拡げると、強化布帛の全面にわたり強化繊維の体積比が
均一となり、表面が平滑なＦＲＰが得られるので好ましい。
【００６７】
次に、本発明のＦＲＰについて説明する。本発明のＦＲＰは、上述のプリフォームにマト
リックス樹脂が含浸したものである。かかるマトリックス樹脂は必要に応じて固化（硬化
または重合）される。かかるマトリックス樹脂の好ましい例としては、例えば、熱硬化性
樹脂、ＲＩＭ用熱可塑性樹脂等が挙げられるが、中でも注入成形に好適であるエポキシ、
フェノール、ビニルエステル、不飽和ポリエステル、シアネートエステル、ビスマレイミ
ドおよびベンゾオキサジンから選ばれる少なくとも１種であるのが好ましい。
【００６８】
かかるＦＲＰにおける強化繊維体積率Ｖfは４５～７０％の範囲内であると、本発明の課
題である力学特性（特にＣＡＩ、ＣＨＷ）、軽量化効果を高く発現できるため好ましい。
より好ましくは４５～６２％、さらに好ましくは５０～６０％の範囲内である。かかるＦ
ＲＰは、予めプリフォームの段階でＶPfを制御しておくことにより、Ｖfを上記範囲に安
定して制御でき、品質が安定したＦＲＰを得ることができる。なお、ＦＲＰにおける強化
繊維体積率Ｖfとは、次式で求めた値をいう（単位は％）。なお、ここで用いた記号は下
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記に準ずる。
【００６９】
　Ｖf＝（Ｗ２×１００）／（ρ×Ｔ２） （％）
Ｗ２：ＦＲＰ１ｃｍ2当たりの強化繊維の重量（ｇ／ｃｍ2）
ρ：強化繊維の密度（ｇ／ｃｍ3）
Ｔ２：ＦＲＰの厚さ（ｃｍ）
また、本発明のＦＲＰは優れた力学特性を有し、かつ軽量であるため、その用途が航空機
、自動車、船舶の輸送機器のいずれかにおける一次構造部材、二次構造部材、外装部材ま
たは内装部材であることが好ましい。
【００７０】
以下、具体的に図面を用いて説明する。
【００７１】
図７は、本発明のＦＲＰを用いた航空機７１の概略図である。各種フェアリング、メイン
ランデングギアドア、テイルコーン、エンジンナセルなどの２次構造材以外に、主翼７２
、床支持桁７３、胴体７４、垂直尾翼７５、水平尾翼７６、ウイング・ボックス （図示
せず）、 キール（図示せず）等の１次構造材として本発明のプリフォームを成形したＦ
ＲＰを使用すると、優れた特にＣＡＩ、ＣＨＷ等の力学特性、軽量化効果を発現するだけ
でなく、高い生産性でこれら製造でき、品質が安定しているため、これら航空機の構造部
材は本発明のＦＲＰの特に好ましい用途といえる。
【００７２】
図８、図９は、本発明の構造要素８１、９１としての実施例で、従来はスキン材８２、９
２，桁材８３、９３，リブ材８４、９４を別々に成形し、これをリベットまたはボルトナ
ット止め、接着剤による接着を施し、組み立てていたが、本発明のＦＲＰおよびその製造
方法によれば、スキン材と桁材やリブ材とを一体成形することが可能となり、成形コスト
を大幅に低減することができる。
【００８１】
次に、本発明のＦＲＰの製造法について説明する。
【００８２】
　本発明のＦＲＰの製造方法は、少なくとも強化繊維糸条によって形成された強化布帛を
複数枚積層してなる強化繊維体積率ＶPfのプリフォームにマトリックス樹脂を注入して強
化繊維体積率ＶfのＦＲＰを成形するＦＲＰの製造方法であって、プリフォーム内の層間
に強化布帛以外のガラス転移点が１００℃以上の熱可塑性樹脂を主成分とし、熱硬化性樹
脂を副成分として、そのガラス転移点が１００℃未満の樹脂材料を有し、かつ、強化布帛
と樹脂材料とを含む各層が少なくとも部分的に接着しているプリフォームを用い、ＦＲＰ
の強化繊維体積率Ｖfをプリフォームの強化繊維体積率ＶPf～（ＶPf＋１０）％の範囲内
となるように成形する。より好ましくは（ＶPf＋２）～（ＶPf＋８）％、更に好ましくは
（ＶPf＋３）～（ＶPf＋６）％の範囲内である。従来は、Ｖfよりも小さいＶPfのプリフ
ォームを成形することによりＶfを制御していたが、その高いＶPfのためにマトリックス
樹脂の含浸性に劣る問題があった。ＶPfとＶfがかかる範囲内になるように成形を行う、
すなわちマトリックス樹脂を注入した後に強化繊維を更に密に充填させる（Ｖfを高める
）ことにより、前記問題を解決することが可能となる。一方、所望のＶfより１０％を越
えて低いＶPfのプリフォームを用いると、含浸性には優れるものの、所望のＶfに成形す
ることが困難となるだけでなく、ＦＲＰ中のＶfの不均一性が大きくなり好ましくない。
【００８３】
かかるＶPfは４５～６２％であり、かつＶfは４５～７０％の範囲内であるのが好ましい
。より好ましくはＶPfが５０～５８％であり、かつＶfが５０～６５％の範囲内、更に好
ましくはＶPfが５２～５６％であり、かつＶfが５５～６０％の範囲内である。なお、ＶP

fやＶfは上述の方法で測定したものである。
【００８４】
　かかるプリフォームは、その層間に強化布帛以外のガラス転移点が１００℃以上の熱可
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塑性樹脂を主成分とし、熱硬化性樹脂を副成分として、ガラス転移点が１００℃未満の樹
脂材料を有し、かつ強化布帛と樹脂材料とを含む各層が少なくとも部分的に接着している
ことにより、前述の（イ）～（ヘ）の効果を発現できる。
【００８５】
また、異なる視点からは、本発明のＦＲＰは、本発明のプリフォームを用いて、少なくと
も次の工程からなる方法にて製造する。
【００８６】
まず、（Ａ）セット工程にて、本発明のプリフォームを成形型に配置する。
【００８７】
次いで、（Ｂ）注入工程にて、液体化しているマトリックス樹脂を、成形型に注入してプ
リフォームにマトリックス樹脂を含浸させる。
【００８８】
更に、（Ｃ）固化工程にて、マトリックス樹脂を固化（硬化または重合）させる。なお、
固化させる際、固化効率を上げるために加熱するのが好ましい。必要に応じて、マトリッ
クス樹脂の固化を確実なものにするために、ＦＲＰを再度加熱して固化するアフターキュ
ア（二次固化）工程を経てもよい。
【００８９】
ここで、上記（Ａ）セット工程において、成形型が雄型および雌型を含む２つから形成さ
れると、マトリックス樹脂の注入時に大気圧以上の圧力をかけることができるため、短サ
イクルで成形でき、成形コストを低減することが可能となる。
【００９０】
また、上記（Ａ）セット工程において、成形型が少なくとも雄型または雌型のいずれかと
バック材（例えばフィルム状、型形状を賦形されている柔軟ラバー等）からなり、プリフ
ォームの少なくとも最表面に樹脂拡散媒体を積層し、上記（Ｂ）注入工程において、まず
マトリックス樹脂を優先的に樹脂拡散媒体（例えばメッシュ、金網等）に注入した後に、
プリフォームの厚み方向に含浸させると、成形型費を安くすることができ、成形コストを
低減することが可能となる。なお、この場合は樹脂拡散媒体とＦＲＰを成形後に簡単に分
離できるようにピールプライ（例えば熱収縮が小さくなる処理を行った熱可塑性繊維によ
って形成された離型織物等）を樹脂拡散媒体とプリフォームとの間に積層しておくのが好
ましい。
【００９１】
更に、上記（Ｂ）注入工程において、成形型内を真空ポンプ等で脱気して、真空に保ちな
がらマトリックス樹脂を注入すると、プリフォームへのマトリックス樹脂の含浸が容易と
なり、より品質の高いＦＲＰを、短サイクルで成形でき、成形コストをより低減すること
ができるため好ましい。
【００９２】
また、本発明のＦＲＰは、本発明のプリフォームを用いて少なくとも次の工程からなる方
法で製造してもよい。かかる方法でも本発明の課題を解決できる。
【００９３】
まず、（Ｄ）セット工程にて、上述のプリフォームとマトリックス樹脂とによって形成さ
れた樹脂フィルムとを成形型に配置し、成形型（一方が雌型または雄型で、一方がバッグ
材であるのが好ましい）内を真空に減圧する。
【００９４】
次いで、（Ｅ）浸透工程にて、成形型を加熱して樹脂フィルムを溶融させ、プリフォーム
にマトリックス樹脂を浸透させる。
【００９５】
更に、（Ｆ）固化工程にて、マトリックス樹脂を固化（硬化または重合）させる。
【００９６】
【実施例】
以下、実施例によって更に詳細に説明する。実施例における原材料は次の通りである。
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【００９７】
強化布帛Ａ：ＰＡＮ系炭素繊維束［ＴＥＸ＝８００、引張弾性率＝２３５ＧＰａ、破壊歪
エネルギー＝５２ＭＪ／ｍ3、粘着性付与剤：ポリウレタン樹脂とエポキシ樹脂との混合
物を炭素繊維束に対して１重量％］をたて糸（２．４本／ｃｍ）とした一方向性織物［補
助よこ糸：ガラスヤーン（ＥＣＥ２２５　１／０　１Ｚ、バインダータイプＤＰ、日東紡
績株式会社製）３本／ｃｍ、炭素繊維目付＝１９３ｇ／ｍ2］。
【００９８】
強化布帛Ｂ：ＰＡＮ系炭素繊維束［ＴＥＸ＝１０３０、引張強度５８３０ＭＰａ、引張弾
性率２９４ＧＰａ、破壊歪エネルギー５８ＭＪ／ｍ3、］をたて糸（１．９本／ｃｍ）と
した一方向性織物［補助よこ糸および炭素繊維目付は強化布帛Ａと同様］。
【００９９】
強化布帛Ｃ：強化布帛Ｂに用いたＰＡＮ系炭素繊維をたて糸（２．８本／ｃｍ）とした一
方向性織物［補助よこ糸は強化布帛Ａと同様、炭素繊維目付は２９５ｇ／ｍ2］。
【０１００】
樹脂材料Ａ：芯鞘型ポリアミド繊維によって形成された不織布［芯部：ポリアミド６、鞘
部：融点１１０℃の共重合ポリアミド、目付＝１０ｇ／ｍ2］。
【０１０１】
樹脂材料Ｂ：ポリエーテルスルフォン樹脂（住友化学工業株式会社製スミカエクセル５０
０３Ｐの微粉砕品）６０重量％と、エポキシ樹脂（日本化薬株式会社製ＡＫ－６０１）４
０重量％とを溶融混練して相溶化させ、粉砕した塊状粒子［レーザー回折・散乱法による
平均粒径（Ｄ50）が１２４μｍ、樹脂材料としてのガラス転移点は６８℃の１ピーク］。
【０１０２】
樹脂材料Ｃ：ポリアミド樹脂（株式会社ＥＭＳ昭和電工製グリルアミドＴＲ５５、ガラス
転移点＝１６２℃）９０重量％とエポキシ樹脂および硬化剤１０重量％とをアロイ化（Ｉ
ＰＮ化）した球状粒子（Ｄ50＝１３μｍ）１００重量部を、エポキシ樹脂（ジャパンエポ
キシレジン株式会社製エピコート１００４ＡＦ）８０重量部とを溶融混練して粉砕した塊
状粒子［Ｄ50＝４６μｍ、樹脂材料としてのガラス転移点は６８℃と１５５℃との２ピー
ク］。
【０１０３】
樹脂材料Ｄ：エポキシ樹脂［３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ製ＰＴ５００］
マトリックス樹脂Ａ：ＲＴＭ用エポキシ樹脂［東レ株式会社製ＴＲ－Ａ３１］
マトリックス樹脂Ｂ：主液１００重量部に硬化液を３２重量部加えた液状エポキシ樹脂［
７０℃におけるＥ型粘度計による初期粘度が２５０ｍＰａ・ｓ］。
【０１０４】
主液：Ｖａｎｔｉｃｏ　ＧｍｂＨ製”アラルダイト”ＭＹ－７２１を３０重量部、ジャパ
ンエポキシレジン株式会社製”エピコート”８２５を２０重量部、日本化薬株式会社製Ａ
Ｋ－６０１を２０重量部、大日本インキ化学工業株式会社製”エピクロン”ＨＰ－７２０
０Ｌを３０重量部、および硬化促進剤としてｐ－トルエンスルホン酸－ｎ－プロピル１．
４重量部が均一になるまで攪拌されたもの。
【０１０５】
硬化液：ジャパンエポキシレジン株式会社製”エピキュア”Ｗを１８．１重量部、三井化
学ファイン株式会社製３，３’－ジアミノジフェニルスルホンを７．２重量部、住友化学
工業株式会社製”スミキュア”Ｓを７．２重量部が均一になるまで撹拌されたもの。
【０１０６】
　本発明のプリフォームおよびそれを成形して得られたＦＲＰに関する評価項目およびそ
の方法は次の通りである。
＜プリフォーム（ＦＲＰ）における強化繊維体積率ＶＰｆ（Ｖｆ）＞
　プリフォームまたはＦＲＰ平板の厚みを測定し、ＶＰｆ＝（ＷＰ×１００）／（ρ×Ｔ

Ｐ）またはＶｆ＝（Ｗｆ×１００）／（ρ×Ｔｆ）の式に基づき算出した（単位は％）。
上式に用いた記号は下記の通り。なお、プリフォームについては、プリフォーム化した後
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、少なくとも２４時間経過したものを測定に供した。
【０１０７】
　ＷＰ（Ｗｆ）：プリフォーム（ＦＲＰ）における平面方向の１ｍ２から算出されるプリ
フォーム（ＦＲＰ）１ｃｍ２当たりの強化繊維の重量（ｇ／ｃｍ２）
　ρ：強化繊維の密度（ｇ／ｃｍ３）
　ＴＰ（Ｔｆ）：ＪＩＳ　Ｒ　７６０２に基づいた０．１ＭＰａの荷重下で測定したプリ
フォーム（ＦＲＰ）の厚さ（ｃｍ）
＜衝撃後の常温圧縮試験（ＣＡＩ）＞
　得られたＦＲＰ平板１～３および５を長１５２ｍｍ×幅１０２ｍｍに切り出しクーポン
を得た。そのクーポンの中心に５．４４ｋｇ（１２ポンド）の錘を０．５８６ｍの高さか
ら落下させて６．７ｋＪ／ｍ（１５００ｉｎ・ｌｂ／ｉｎ）の落錘衝撃を与えた後、衝撃
後の常温圧縮強度を測定した（負荷速度１．３ｍｍ／ｍｉｎ）。なお、本測定では４サン
プル測定し、それらの平均値をＶfで割った値に５５を乗じた値（Ｖf＝５５％換算）を用
いた。なお、本試験の詳細は、ＳＡＣＭＡ ＳＲＭ ２Ｒ－９４中に記載がある。
＜湿熱処理後の高温圧縮強度（ＣＨＷ）＞
　得られたＦＲＰ平板４、６からＳＡＣＭＡ ＳＲＭ １Ｒ－９４に準拠したクーポンを得
た。クーポンを７０℃の温水中に１４日間浸漬し（湿熱処理）、直ちに高温（８２℃）０
°圧縮強度を測定した。なお、本測定では５サンプル測定し、それらの平均値をＶfで割
った値に５５を乗じた値（Ｖf＝５５％換算）を用いた。
【０１０８】
参考例１
　強化布帛Ａと樹脂材料Ａである不織布とを遠赤外線ヒーターとホットローラーとで加熱
して接着し、複合布帛Ａを得た。かかる樹脂材料Ａは、樹脂材料Ａ自体および強化繊維束
に予め付着させておいた粘着性付与剤により接着していた。複合布帛Ａを［－４５°／０
°／＋４５°／９０°］3Sの構成で積層して積層体を得た。この積層体を平面状のプリフ
ォーム型とバッグフィルムとシーラントとにて密閉して真空に減圧した状態で、１４０℃
のオーブンに６０分間放置した。その後、オーブンから取り出し、プリフォーム型を室温
まで冷却した後に放圧してプリフォーム１を得た。
【０１０９】
実施例１
　樹脂材料Ｂを強化布帛Ｂ上に２７ｇ／ｍ2塗布し、遠赤外線ヒーターで加熱して接着し
、複合布帛Ｂを得た。複合布帛Ｂを参考例１と同様に積層した積層体を得た。この積層体
を８０℃の平面状のプリフォーム型にてプレス（１５０ｋＰａ、５分間）し、プリフォー
ム型を室温まで冷却した後に放圧してプリフォーム２を得た。
【０１１０】
実施例２
　樹脂材料Ｃを強化布帛Ｃ上に２６ｇ／ｍ2塗布し、遠赤外線ヒーターで加熱して接着し
、複合布帛Ｃを得た。複合布帛Ｃを［－４５／０／＋４５／９０］2Sの構成で積層した積
層体を得た。オーブンの温度を１３０℃にする以外は参考例１と同様にして、この積層体
をプリフォーム化してプリフォーム３を得た。
【０１１１】
実施例３
　複合布帛Ｃを用い、［０］4の構成で積層した以外は実施例２と同様にして、プリフォ
ーム４を得た。
【０１１２】
　以上の参考例１、実施例１～３で得られたプリフォーム１～４は、強化布帛同士が樹脂
材料により少なくとも部分的に接着され、バラバラにならない強固にバルク化されたもの
であり、プリフォームとしての取り扱いが可能なものであった。
【０１１３】
参考例２
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　得られたプリフォーム１を、４０℃のキャビティが平面状の成形金型（雌型）内に配置
し、次いで成形金型（雄型）にて型締して－８０ｋＰａ以下に減圧した。予め準備してい
たマトリックス樹脂Ａを４０℃に保ちながら成形金型に、圧力をかけながら注入した。樹
脂が含浸した後、８０℃に昇温し、１２時間放置して硬化させて脱型した。脱型した後、
更に１８０℃にて２時間、フリースタンドでアフターキュアして更に硬化させて、ＦＲＰ
平板１を得た。
【０１１４】
実施例４
　得られたプリフォーム２～４上に樹脂拡散媒体（アルミ金網）を積層し、平面状の成形
金型とバッグ材とでシーラントを用いて密閉することによりキャビティを形成し、８０℃
のオーブン中に入れる。プリフォームの温度が８０℃に達した後に密閉したキャビティを
真空に減圧して、マトリックス樹脂Ｂを８０℃に保ちながら大気圧との差圧のみで注入し
た。樹脂が含浸した後、減圧を続けながら１３０℃に昇温し、２時間放置して硬化させて
脱型した。その後、参考例２と同様にアフターキュアを行って、ＦＲＰ平板２～４を得た
。
【０１１５】
比較例１
　参考例１で用いた積層体を真空減圧して加熱せずに積層して、そのままをプリフォーム
５を得た。
【０１１６】
比較例２
　樹脂材料Ｃに替えて樹脂材料Ｄを１０ｇ／ｍ2用い、オーブンの温度を１００℃にした
以外は実施例２と同様にしてプリフォーム６を得た。得られたプリフォーム６を実施例４
と同様に成形してＦＲＰ平板５を得た。
【０１１７】
比較例３
　樹脂材料Ｃを用いなかった以外は実施例２と同様にしてプリフォーム７を得た。得られ
たプリフォーム７を実施例４と同様に成形してＦＲＰ平板６を得た。
【０１１８】
比較例４
　樹脂材料Ｃを用いなかった以外は実施例３と同様にしてプリフォーム８を得た。得られ
たプリフォーム８を実施例４と同様に成形してＦＲＰ平板７を得た。
【０１１９】
以上の比較例で得られたプリフォーム５、７、８は、強化布帛同士が接着できずにバラバ
ラになり、プリフォーム自体を形成することができなかった。
【０１２０】
比較例５
　プレスによる加圧条件を１１０℃で５００ｋＰａ、１５分間にした以外は実施例１と同
様にしてプリフォーム８を得た。このように得られたプリフォーム８を実施例４と同様に
成形したが、ＶPfが高過ぎ、マトリックス樹脂Ｂが含浸出来ず、ＦＲＰ平板を得ることが
できなかった。
【０１２１】
　評価結果を次の表１に示す。各参考例、実施例、比較例にて用いた材料種類と配合率は
表１に示した通りである。
【０１２２】
【表１】
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【０１２３】
　表１から明らかなように、参考例１、実施例１～３のプリフォームを成形したＦＲＰは
、樹脂材料に熱可塑性樹脂を用いていない比較例２や、樹脂材料そのものを用いていない
比較例３のＦＲＰに比して、著しく高いＣＡＩを有した。また、本発明の強化繊維体積率
ＶPf範囲外のプリフォームを成形した比較例４のＦＲＰよりもマトリックス樹脂の含浸性
に優れ、かつ強化繊維体積率Ｖfを高くすることができ、軽量化を達成することができた
。なお、参考例１は実施例１、２に比べてＣＡＩに相対的に劣り、実施例１～３に比べて
強化繊維体積率Ｖｆを高くすることができなかった。
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【０１２４】
【発明の効果】
本発明のプリフォームによると、注入成形時にマトリックス樹脂の含浸性に優るプリフォ
ーム、および力学特性（特にＣＡＩ、ＣＨＷ）および軽量化効果を高く発現し、品質が安
定した（高度にＶfが制御された）ＦＲＰを高い生産性で（低コストに）製造できる。こ
のようなＦＲＰは、航空機、自動車、船舶等の輸送機器における一次構造部材、二次構造
部材、外装部材、内装部材等を始め、特に航空機の一次構造部材に好適である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明のプリフォームの一態様を説明する概略断面図である。
【図２】本発明のプリフォームの別の一態様を説明する概略断面図である。
【図３】本発明に係る強化布帛としての一方向性織物を示す概略斜視図である。
【図４】本発明に係る強化布帛としての二方向性織物を示す概略斜視図である。
【図５】本発明に係る強化布帛としてのステッチ布帛を示す概略斜視図である。
【図６】本発明に係る強化布帛としての多軸織物を示す概略斜視図である。
【図７】本発明のＦＲＰを使用している航空機の概略斜視図である。
【図８】本発明の構造要素としての実施例を示す概略斜視図である。
【図９】本発明の構造要素としての別の実施例を示す概略斜視図である。
【符号の説明】
１１、２１：プリフォーム
１２、２２：強化布帛
１３、２３：樹脂材料
２４：粘着性付与剤
３１：一方向性織物
３２、４２：強化繊維糸条（たて糸）
３３：補助糸（よこ糸）
４１：二方向性織物
４３：強化繊維糸条（よこ糸）
５１：ステッチ布帛
５２：強化布帛を形成する＋α゜の強化繊維層
５３：強化布帛を形成する９０゜の強化繊維層
５４：強化布帛を形成する－α゜の強化繊維層
５５：強化布帛を形成する０゜の強化繊維層
５６：ステッチ糸
６１：多軸織物
６２：９０゜層の強化繊維糸条
６３：０゜層の強化繊維糸条
６４：＋α゜層の強化繊維糸条
６５：－α゜層の強化繊維糸条
６６：結節糸
６６1、６６2、６６3・・・：結節糸
７１：航空機
７２：主翼
７３：床支持桁
７４：胴体
７５：垂直尾翼
７６：水平尾翼
８１、９１：構造要素
８２、９２：スキン材
８３、９３：桁材
８４、９４：リブ材
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